
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

168 4 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 161 4 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 165 4 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,062 3 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 1,045 3 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,117 3 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,498 4 100 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,457 4 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,407 4 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

4,100 40 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 3,767 42 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,907 34 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 15 障害者福祉の推進 基本事業番号・名 15-04

15-04-01

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

国福祉手当支給事業

全額補助 一部補助有 市全額

障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

対象
日常生活において常時の介護を必要
とする在宅の重度障害者（児）で障
害程度が国の基準を満たす人

日常生活にお
いて常時の介
護を必要とす
る在宅の重度
障害者（児）
で障害程度が
国の基準を満
たす人

①支給回数②申
請 等 （ 認 定 請
求 、 各 種 異 動
届、喪失届、現
況届等）の件数

日常の生活の
経済的負担が
軽減された助
成者の数／全
助成者数

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：

42,819 10,646

手段
・

内容

① 特 別 障 害 者 手 当 （ 月 額 26,440
円）、障害児福祉手当（月額14,380
円）、経過的福祉手当（月額14,380
円）を3ヶ月に一度支給②受給資格管
理

現状維持

43,148 455 43,603

445 43,607

・特別児童扶養手当等の支給に関する法律
・特別児童扶養手当等の支給に関する法律
施行令 42,373 446

説明欄：国３／４、市１
／４の負担となっている 24年度以降に向けた方向性：

説明欄：特別児童扶養手当等の支給に関す
る法律によるもので妥当であり維持する。 所管課長

努力義務的

対象

10,831

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
日常生活や社会生活の中で制約を受
ける障害者に対し、所得保障を行な
う。 43,162

1,010 194,280

10,850

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15-04-02

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的
説明欄：

・東京都心身障害者福祉手当に関する条例
・東京都心身障害者福祉手当に関する条例
施行規則
・東久留米市心身障害者福祉手当条例
・東久留米市心身障害者福祉手当条例施行
規則

193,037 991 194,028

身体障害者手帳1・2級、愛の手帳1～3度の
交付を受けている人または脳性麻痺、進行
性筋萎縮症の人で、20歳以上の在宅の人
（本人所得制限あり）

左記対象の人
数

①支給回数②申
請等（申請書、
各種異動届、喪
失届、所得判定
等）件数

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

989 195,049

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

①心身障害者福祉手当（月額15,500
円）を4ヶ月に一度支給

説明欄：東京都の補助事業に基づく事業に
より妥当であり維持する。

①日常の生活
の経済的負担
が軽減された
助成者の数／
全助成者数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

193,270

直営（委託無）

都福祉手当支給事業

事業
形態

意図
日常生活や社会生活の中で制約を受
ける障害者に対し、所得保障を行な
う。 194,060

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助 一部補助有 市全額

15-04-03

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市福祉手当支給事業

事業
形態

対象

身体障害者手帳1～4級、愛の手帳1～4度の
交付を受けている人または脳性麻痺、進行
性筋萎縮症の人で、心身障害者福祉手当、
児童育成手当の障害者手当、介護保険の給
付を受けていない人（本人所得制限あり）

左記対象の人
数

①支給回数②申
請等（申請書、
各種異動届、喪
失届、所得判定
等）件数

①日常の生活
の経済的負担
が軽減された
助成者の数／
全助成者数

24年度以降に向けた方向性：

手段
・

内容

①障害者福祉手当（身体障害者手帳
3・4級、愛の手帳4度は月額4,000
円、その他は月額6,700円）②受給資
格管理

意図
日常生活や社会生活の中で制約を受
ける障害者に対し、所得保障を行な
う。

現状維持

81,318 747 82,065

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

82,630 81,896
説明欄：都の制度の対象とならない障害者
（20歳未満、65歳以上で新規身体障害者手
帳取得者、身体障害者手帳3･4級、愛の手
帳4度等）のうち所得制限内の人を支援し
ている経緯があり維持する。

現状維持

・東久留米市障害者福祉手当条例
・東久留米市障害者福祉手当条例施行規則

81,896 734

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

経済的支援の充実

事務事業全体 一般財源分

説明欄：

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：都の制度の対象とならない障害者
（20歳未満、65歳以上で新規身体障害者手
帳取得者、身体障害者手帳3･4級、愛の手
帳4度等）のうち所得制限内の人を支援し
ている経緯があり維持する。

全額補助 一部補助有 市全額

81,318

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

76,113 732 76,845 76,113

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15-04-04

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象
・障害者自立支援法

84,454 446 84,900 20,605

手段
・

内容

医療給付が必要な障害者から事前に
必要書類を提出してもらい、心身障
害者福祉センターで要否判定を行な
う。該当者には医療券を交付し、入
院等に要した費用を医療機関に支払
う。

全額補助 一部補助有

身体障害者手帳が交付された18歳以上の者
で、その障害部位に医療を施すことによっ
て、その障害除去またはその程度を軽減
し、日常生活の回復を図ろうとしている身
体障害者

18歳以上の身
体障害者手帳
所持者

医療給付を決定
した障害者の数

市全額

説明欄：国１／２、都１
／４、市１／４の負担と
なっている

障害が除去ま
たは軽減した
障害者の割合
（更生医療利
用 者 ／ 申 請
者）

455 62,506 7,841

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：24年度以降に向けた方向性： 現状維持

62,051

説明欄：障害者自立支援法に基づく事業で
あり、妥当であるので維持する。 所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

445 49,973 9,028

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図 障害の程度の軽減

49,528

更生医療事業

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 15 障害者福祉の推進 基本事業番号・名 15-04

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

経済的支援の充実

事務事業全体 一般財源分

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

99 3 100 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 100 3 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 111 3 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,329 2,473 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,317 2,435 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,477 2,345 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,047 663 100 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,034 611 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 892 662 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,655 2,359 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 1,606 1,606 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,500 1,435 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）その他（　　　　　　　　　　　　　）

自立支援医療費（精
神通院）受付事業

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
通院医療費助成により経済的負担を
軽減。また受診継続を図ることがで
きる。 0 3,214 3,214

手段
・

内容

通院医療費公費負担に係る各種申
請・届出を受付、都に進達する。後
に都で作成された受給者証・結果通
知を交付する。

説明欄：障害者自立支援方に基づく事業で
あり、妥当である。 所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

精神科での通院医療が必要な人

精神科通院が
必要な人

全額補助 一部補助有 市全額

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

・障害者自立支援法

0 3,221 3,221

受付件数

医療費の経済
的負担が軽減
された助成者
の数／全助成
対象者

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 3,280 3,280

説明欄：

34,140

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15-04-08

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

難病者福祉手当支給
事業

手段
・

内容

①難病者福祉手当（月額5,000円）を
4ヶ月に一度支給　②受給資格管理

説明欄：難病者を対象に支援しているもの
であり、市の役割として妥当である。既
に、平成17年度より、他手当の併給制限や
所得制限を導入している。

対象

障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：難病者を支援しているものがない
ので維持する。

全額補助 一部補助有 市全額

意図

現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

対象

35,905

39,245

35,905 1,010 36,915

特殊疾病にかかっていて、都の難病
医療費等助成制度の該当者、または
身体障害者手帳で確認のできる人

対象者の人数 手当受給者数

経済的負担が
軽減されたと
感じている者
の割合/全助成
者数

所管課長

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

日常生活や社会生活に制約を受ける
難病者に対し、所得保障を行なう。

34,140 989 35,129

現状維持

39,245 991 40,236

15-04-07

障害福祉課
地域支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

・東久留米市難病者福祉手当条例
・東久留米市難病者福祉手当条例施行規則

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

15-04-05

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

住宅手当支給事業

事業
形態

対象

4,204

①日常の生活
の経済的負担
が軽減された
助成者の数／
全助成者数

手段
・

内容

3,941

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

身体障害者1・2級、愛の手帳1～3度、脳性
まひ、進行性筋萎縮症の人又はその人と世
帯を同じくする保護者で民間住宅居住者
（所得制限、生活保護住宅扶助受給者の制
限あり）

日常生活や社会生活の中で制約を受
ける障害者に対し、所得保障を行な
う。

全額補助 一部補助有 市全額

3,941

所管課長

説明欄：高齢福祉・児童福祉など全庁的な
経済的負担を軽減するための助成であり維
持する。

①障害者住宅手当（月額3,500円）を
4ヶ月に一回支給
②受給資格管理

説明欄：高齢福祉・児童福祉など全庁的な
経済的負担を軽減するための助成であり維
持する。

左記対象の人
数

24年度以降に向けた方向性：

174 4,115

4,204

障害福祉課　 相川　浩一

4,381

①支給回数②申
請等（申請書、
各種異動届、喪
失届、所得判定
等）件数

1744,221

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

177

4,395

現状維持
説明欄：

市全額

努力義務的

・東久留米市障害者住宅手当支給実施要綱

説明欄：

18,711 2,477 21,188

対象

4,221

その他（　　　　　　　　　　　　　）

身体障害者手帳1・2級、愛の手帳1・2度、
東京都医療費助成制度を受けている障害者
の一部で、在宅の人（所得制限あり。施設
入所・長期入院は該当しない。）

手段
・

内容

①タクシー費 6ヶ月1万円を限度に
利用実績により年2回タクシー費の助
成
②ガソリン費 1リットルにつき55円
を3ヶ月150リットルまで利用実績に
より年4回ガソリン費の助成
③　①、②の受給管理

経済的負担が
軽減された助
成者の割合

2,472

2,523

説明欄：

15-04-06

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的

移動経費負担軽減事
業

全額補助 一部補助有

事業
形態

・東久留米市福祉タクシー等事業実施要綱
・東久留米市障害者自動車ガソリン費等助
成事業実施要綱

その他（　　　　　　　　　　　　　）

18,237

市独自上乗せ（上乗・横出）

19,918

18,237

直営（委託無）

20,760

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：過去に事業を縮小てきた経緯はあ
るが、日常生活における外出機会や社会参
加を促進するための移動経費を軽減するこ
とを目的としており、障害者の経済的負担
が増えることとなるため維持する。

所管課長

17,446

18,711

左記対象の人
数

請求件数

現状維持

障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：過去に事業を縮小てきた経緯はあ
るが、日常生活における外出機会や社会参
加を促進するための移動経費を軽減するこ
とを目的としており、障害者の経済的負担
が増えることとなるため維持する。

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

日常生活における外出機会や社会参
加を促進するため、移動経費を軽減
する。 17,446

説明欄：

意図

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 15 障害者福祉の推進 基本事業番号・名 15-04

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

経済的支援の充実

事務事業全体 一般財源分

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,031 495 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 1,035 784 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,157 463 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

5,017 529 11 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 4,725 590 13

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4,762 613 12

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

5,648 881 15.6 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 5,274 871 16.5

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5,233 731 14.0

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

都営交通無料乗車券
発行事業

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
障害者等が無料で都営交通を利用で
きる。

0

手段
・

内容

申請書を受付し、都営交通の無料乗
車券を発行する。

全額補助 一部補助有

障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

969 969

950 950

市全額

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

都営交通を無
料で利用でき
る人数／発行
数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0

説明欄：都の制度であり妥当であるので維
持する。 所管課長

・東京都都営交通無料乗車券発行規程
・東京都精神障害者都営交通乗車証条例
・東京都精神障害者都営交通乗車証条例施
行規則

0 952 952

身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持
者、精神障害者手帳所持者、戦傷病者、
原爆被爆者、生活保護受給世帯、児童扶
養手当受給世帯、被救護者の希望者

左記対象の人
数

受付件数

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

15-04-11

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 有料道路を5割引で通行できる。

0 1,899 1,899

有料道路通行割引受
付事業

手段
・

内容

申請書を受付し、手帳に対象となる
乗用車のナンバーと対象者である旨
等を記載し証明する。また、ＥＴＣ
利用者にはＥＴＣ利用対象者証明書
を交付する。

説明欄：有料道路の管理者による基準であ
り妥当であるので維持する。 所管課長

1,903

0 1,938 1,938

障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

通勤、通院等の日常生活活動において、有
料道路を利用する障害者に対し、自立と社
会経済活動への参加を支援するため、有料
道路道路管理者が行う通行料金割引制度

0

説明欄：

1,903

身体障害者手帳所持者で自ら運転す
る人、第1種身体障害者・重度知的障
害者が移動するため介護人が運転す
る。

左記対象の人
数

受付件数

有料道路を5割
引で通行でき
る人数／手帳
処理数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

重度の心身障害者の医療費につい
て、自己負担分の一部又は全部を助
成することにより、費用負担を軽減
する。 6,577 2,967 9,544

①受給管理
②自己負担立替分の助成

説明欄：東京都の心身障害者の医療費の助
成に関する条例に基づく補助事業であり妥
当であり維持する。

15-04-10

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

心身障害者医療費助
成事業

手段
・

内容

その他（　　　　　　　　　　　　　）

所管課長 障害福祉課　 相川　浩一

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

医療費の経済
的負担が軽減
された助成者
の数／全助成
対象者

説明欄：

・心身障害者の医療費の助成に関する条例
・心身障害者の医療費の助成に関する条例
施行規則 6,890 2,973 9,863

身体障害者手帳1・2級（内部障害は3級ま
で）、愛の手帳1・2度の交付を受けている
人で医療保険の被保険者又は被扶養者（65
歳以上新規は対象外）

左記対象の人
数

助成件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

5,737 3,028 8,765

自主的

15-04-09

障害福祉課
管理係

根拠
法令
等

義務的 努力義務的

対象

東久留米市


